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前期比（％）

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

実質ＧＤＰ 0.6 0.3 0.3 0.4 0.4 1.0 ---

同 　   (年  率) 2.3 1.4 1.3 1.7 1.5 4.0 ---

同　    (前年同期比) 0.5 0.9 1.1 1.7 1.5 2.0 ---

内需寄与度　　　　　 (*) 0.2 0.3 － 0.1 0.1 0.2 1.3 ---

個人消費 0.3 0.1 0.4 0.1 0.4 0.9 0.5

住宅投資 1.0 3.2 2.8 0.3 0.9 1.5 0.0

設備投資 0.2 0.7 0.0 2.2 0.9 2.4 0.4

民間在庫　　　　　 (*) － 0.3 0.3 － 0.4 － 0.2 － 0.1 0.0 0.0

政府最終消費 1.4 － 1.3 0.2 0.0 － 0.1 0.3 0.1

公共投資 0.2 － 0.8 － 0.8 － 2.5 0.6 5.1 0.2

外需寄与度　　　　　 (*) 0.4 0.1 0.4 0.3 0.1 － 0.3 ---

輸出 － 0.0 － 0.9 2.1 3.1 1.9 － 0.5 － 0.1

輸入 － 2.0 － 1.2 － 0.2 1.4 1.3 1.4 － 0.2

名目ＧＤＰ 1.0 0.0 0.1 0.5 － 0.0 1.1 ---

同  　  (年  率) 3.9 0.1 0.4 2.1 － 0.2 4.6 ---

同 　   (前年同期比) 1.4 1.3 0.9 1.6 0.7 1.6 ---

0.9 0.4 － 0.1 － 0.1 － 0.8 － 0.4 ---

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)

寄与度
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2017 年 4～6 月期のＧＤＰ（1 次速報）結果 
 

～前期比＋1.0％と内需を中心に高い伸び～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 
 

本日発表された 2017 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は、前期比＋1.0％（年率換算＋4.0％）と 2015 年 1～3 月期の

同＋1.2％以来の高い伸びとなった。外需寄与度が－0.3％とマイナスに転じたのに対し、内需寄与度が＋1.3％と高い伸

びとなり、全体を押し上げた。景気が持ち直していることを改めて確認する結果であるとともに、4～6 月についてはその動

きが強まったと判断される。 

中でも高い伸びとなったのが、個人消費である。伸び率は前期比＋0.9％に高まったが、これは消費税率引き上げ前の

駆け込み需要を除けば、2013 年 4～6 月期の同＋0.9％以来の高さである。一人当たりの賃金の伸び率は緩やかである

が、雇用者の増加によって家計部門全体での所得が着実に増加していることに加え、雇用情勢の改善や株価の持ち直し

を背景に消費者マインドが改善していることが消費の増加につながったと考えられる。また、こうした動きが耐久財の買い

替えを促している可能性がある。住宅投資についても、先行する住宅着工件数が横ばい圏にあるものの、それまでの高

水準の着工件数が時間差をおいて反映されており、前期比＋1.5％と 6 四半期連続でプラスとなった。 
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企業部門では、設備投資が前期比＋2.4％と堅調に増加した。先行する機械受注（船舶・電力を除く民需）は 1～3 月

期以降、2 四半期連続で前期比減少しているが、業績の改善が続く中にあって、人手不足への対応や生産性を高めるた

めの投資などが順調に伸びている可能性がある。在庫投資については、需要が伸びていることもあり、前期比への寄与

度は 3 四半期連続でマイナスとなった後も、横ばいにとどまった。 

政府部門では、医療費などを中心に政府サービスに対する需要が趨勢的に増加しており、政府最終消費支出は前期

比＋0.3％と増加に転じた。公共投資は、2016 年度補正予算の執行による押し上げ効果により同＋5.1％と急増した。 

以上の結果、内需全体の前期比寄与度は＋1.3％となったが、うち民需の寄与度が＋1.0％と高く、全体をけん引した。

一方、外需寄与度は、輸出（前期比－0.5％）が減少し、輸入（同＋1.4％）が増加したため、－0.3％と 6 四半期ぶりのマイ

ナスに陥った。 

名目ＧＤＰ成長率も前期比＋1.1％（年率換算＋4.6％）と高い伸びとなり、経済全体の総合的な物価動向を示すＧＤＰ

デフレーターは前年同期比－0.4％と、輸入デフレーターのプラス幅の拡大の一方で、内需デフレーターがプラスになっ

たため、マイナス幅は 1～3 月期の同－0.8％から縮小した（季節調整済み前期比では＋0.2％）。 

7～9 月期以降も実質ＧＤＰ成長率はプラス基調で推移すると予想され、景気は持ち直しの動きが続く見込みである。た

だし、4～6 月期の高い伸び率を維持することは難しいであろう。個人消費については、雇用情勢の改善を背景に消費者

マインドの持ち直しが続くことや、家計の所得が増加することはプラス要因であるが、夏のボーナスが前年比で減少に転じ

た可能性があるなど、一人当たりの賃金の伸びが鈍い中では、4～6 月期のような高い伸びは一時的な動きにとどまると考

えられる。また、企業の設備投資は、業績の改善や人手不足への対応などのニーズの強さから、増加基調を維持すると

予想されるが、増産投資といった大型の投資は出づらく、伸び率の拡大には限界がある。さらに、住宅投資や公共投資は、

いずれ減少に転じると予想される。 

一方、4～6 月期にマイナスとなった輸出が持ち直してくれば、景気の持ち直しの動きがしっかりしたものとなってくるが、

北朝鮮情勢の緊迫化といった地政学リスクや、米国での政治動向など、海外には不透明な材料が多い。問題が深刻化し

た場合には金融市場の混乱を通じて世界経済が減速し、日本からの輸出も減少する懸念がある。 
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